２０２５年３月３１日
各　部　局　長　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　遺伝子組換え実験安全専門委員会委員長
「研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令」及び「研究開発等に係る遺伝子組換え生物等の第二種使用等に当たって執るべき拡散防止措置等を定める省令の規定に基づき認定宿主ベクター系等を定める件」の改正について（通知）
　遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成15年法律第97号。）では、遺伝子組換え生物等の使用等のうち、環境中への遺伝子組換え生物等の拡散を防止する措置（以下「拡散防止措置」という。）を執って行うものを「第二種使用等」としています。また、第二種使用等をする者は、執るべき拡散防止措置が主務省令で定められている場合は当該措置を執ることが、定められていない場合はあらかじめ主務大臣の確認（以下「大臣確認」という。）を受けた拡散防止措置を執ることがそれぞれ義務付けられています。
文部科学省及び環境省より、別紙のとおり関連省令及び告示の改正があり、大臣確認を必要とする実験の範囲や一部微生物の実験分類について見直しが行われた旨、通知がございました。つきましては、貴部局の安全主任者及び関係教職員に周知いただき、遺伝子組換え生物等の適切な使用について徹底いただくようお願い申し上げます。
なお、省令及び告示の改正においては、２０２５年６月３０日までの経過措置期間が設けられておりますが、本学ではこれに関わらず、本通知をもちまして、改正後の省令及び告示に基づいて取扱います。
また、現在、承認されている実験計画等に関して本改正に伴う対応が必要である場合には動物・遺伝子実験支援センターより個別にご連絡いたします。
（参考：動物・遺伝子実験支援センターHP_研究二種省令及び研究二種告示の改正について）
https://www.clag.med.tohoku.ac.jp/news_cgr/研究二種省令及び研究二種告示の改正について/
［お問い合わせ先］

動物・遺伝子実験支援センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL/FAX：022-717-8598
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e-mail: cgr@grp.tohoku.ac.jp
